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資料３ 

日本原子力発電株式会社敦賀発電所２号炉の審査資料の誤り等を踏まえた 

今後の審査の進め方 

 

令和５年４月５日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

日本原子力発電株式会社（以下「日本原電」という。）敦賀発電所２号炉（以

下「敦賀２号炉」という。）について、審査資料の誤り等の現状を報告するとと

もに、今後の審査の進め方について、委員間で討議いただくものである。 

 

２．経緯 

① 敦賀２号炉の審査資料については、令和元年に 1000 箇所以上の記載の不

備が発生したことから、日本原電は不適合管理を実施し、審査資料を再提

出した。 

② また、ボーリング柱状図データの書換えについては、令和２年２月７日の

審査会合1でその記載が変更されていることを指摘したところ、本来の肉

眼観察結果ではなく、薄片観察結果に基づく書換えが確認された。この件

については、同年 10 月７日の原子力規制委員会において、書換えの原因

調査分析の妥当性を原子力規制検査で確認することとされ、同検査におい

て、 

・調査データのトレーサビリティが確保されること 

・複数の調査手法により評価結果が審査資料に示される場合はその判断根

拠が明確にされること 

といった新たな業務プロセスが構築されていることが確認できたことか

ら、令和４年 10 月 26 日の原子力規制委員会で審査再開が決定された。 

③ その後の審査会合（令和４年 12 月９日及び令和５年２月 10 日）におい

て、日本原電から K 断層の南方延長（２号炉原子炉建屋方向）にある 10

孔のボーリングに関し（参考１～４）、調査データのトレーサビリティの

確保及びその変更点等について説明を受けた。その説明内容は、調査デー

タの取扱いが必ずしも適切に行われていなかったため、その適切性を確認

 
1 原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 
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するよう指摘した。このため、K 断層の連続性といった実質的な審査に入

れていない。 

④ 令和４年 12 月 19 日の日本原電との短時間 CEO 会議2において、石渡委員

から、「きちんとした資料を出していただくということをお願いしたいと

思います。」との発言に対し、剱田副社長から「きちんとした審査資料と

いうのは心がけておりますし、見直しました業務プロセスに基づいて、品

質の確保された資料で御説明したいと思います。」との回答がなされた。 

⑤ その後、日本原電から、審査資料において新たな誤りが確認されたとの連

絡があったことから、本年３月 17 日に審査会合を開催し、誤りの概要（薄

片試料の作製位置の誤り等）及び日本原電による今後の対応について説明

を受け（別添）、当該誤りに関する原因調査及び是正措置、並びに審査資

料の確認を進めることを指摘した。また、石渡委員からは、「今後の審査

の進め方については、このまま審査を続けるか否かを含めて、４月上旬の

審査状況の報告を踏まえて委員会の場で議論したいと考えている。」との

発言がなされた。 

 

３．審査チームの現状認識 

① 原子力規制検査において「調査データのトレーサビリティが確保されるこ

と」等は確認できており、今般新たに確認された薄片試料の作製位置の誤

りについては、技術的な誤りであることから、原子力規制検査を改めて実

施する必要はないと考える。 

② 他方で、検査結果を受け、K 断層の南方延長（２号炉原子炉建屋方向）に

ある 10孔のボーリングについて令和４年 12月９日に審査を再開したもの

の、その後、日本原電から、ボーリング柱状図データ以外の調査データの

適切性の確認が完了していないだけでなく、新たに薄片試料の作製位置の

誤りが確認されたとの報告があるなど、審査資料の改善が見られず、実質

的な審査に入れる見通しが立っていない。 

③ これまでの審査資料の誤りを巡る経緯を踏まえると、今後の審査を進める

ためには、日本原電として責任を持った申請内容とすることを求める必要

がある。そのためには、設置変更許可申請書として申請内容を適正化させ

る必要がある。 

 
2 原子力規制委員会と日本原子力発電株式会社経営層による意見交換会 
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４．今後の審査の進め方（委員間討議） 

具体的な対応としては、以下のいずれかが考えられる。 

① 設置変更許可申請（平成 27 年 11 月５日付け申請（令和４年１月 12 日付

け一部補正3）。以下同様。）を一旦取り下げ、内容を精査した上で、改めて

申請することを求める。 

② 第 321 回審査会合（平成 28 年 1 月 26 日）以降、K 断層の連続性を中心に

確認を行った審査実績等を踏まえ、K 断層の連続性等4に関する申請内容に

ついて、相当の期限（令和５年８月 31 日）を定めて設置変更許可申請の一

部補正を求める。 

 

 委員間での討議結果を踏まえ、日本原電の意思を確認するため、速やかに短

時間 CEO 会議を開催する。 

 

 

 

 

＜参考、別添＞ 

参考１ 敦賀発電所の主要破砕帯 

参考２ 敦賀発電所２号炉と D-1 トレンチ及び断層との位置関係 

参考３ K 断層の南方延長への連続性評価のためのボーリング調査（計 10 孔）

位置図 

参考４ 試掘坑内における破砕帯の性状 

参考５ 日本原子力発電（株）敦賀発電所第２号機の申請内容に係る主要な論点 

別添  日本原子力発電(株)敦賀２号炉における審査資料の誤りの詳細 

 

 
3 「標準応答スペクトル」による評価結果の追加等をする補正 
4 「敷地内の D-1 トレンチ内に認められる K 断層の活動性及び原子炉建屋直下を通過する破砕帯との連続

性等の調査・評価結果を従前の説明に加えて申請時の最新知見に照らして説明すること」（第 326 回原

子力発電所の新規制基準適合性に関する審査会合（平成 28 年２月４日）「資料１」より抜粋）（参考

５） 
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（参考１） 

(出典：第 65 回原子力規制委員会（平成 27 年 3 月 25 日）資料４－２から抜粋) 
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(出典：第 65 回原子力規制委員会（平成 27 年 3 月 25 日）資料４－２から抜粋) 

（参考２） 
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（参考３） 

(出典：第 1099 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（令和 4 年 12 月 9 日） 資料１－２から抜粋) 
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（参考４） 

(出典：敦賀発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号炉増設）（昭和 55 年 8 月）日本原子力発電株式会社から抜粋) 
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（参考５） 

 (出典：第 326 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（平成 28 年 2 月 4 日） 資料 1 から抜粋) 
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日本原子力発電(株)敦賀２号炉における審査資料の誤りの詳細 

 日本原子力発電(株)敦賀発電所２号炉において、審査資料に新たに見つかった薄片試料の

作製位置等の誤りに係る詳細については、以下のとおり。 

 

① 日本原電に対しては、令和２年 10 月以降、約２年半をかけて実施したボーリング柱状

図の書替えに係る原子力規制検査において、調査データのトレーサビリティが確保され

ていること等を確認したにもかかわらず、審査再開後の令和４年 12 月９日の審査会合

において、新たに 157 項目の誤りが報告され、審査チームからの修正の判断根拠を明示

するなどの資料の改善、調査データの確認結果についての記載の適正化や拡充等の指摘

事項への回答を求めた。そのうち 16 項目については令和５年２月 10 日の審査会合にお

いて説明されたが、残りの141項目については依然説明がなされていない。その一方で、

令和５年３月 17 日の審査会合において、薄片試料の作製位置等、新たに８箇所の誤り

が報告された。令和４年 10 月の規制委員会における審査再開の決定後、約５ヶ月間、

実質的な審査に入れない状況が続いている。 

② 令和５年３月17日の審査会合において新たに報告された８箇所の誤りのうち３箇所は、

薄片試料の作製位置の誤りであるが（参考１）、具体的には、元となるデータである「変

位センス」（正断層センス、逆断層センス、横ずれセンス等）を確認するための薄片観察

において（参考２）、薄片試料作製のためにボーリングコアから試料を切り出す際に最

新活動面の位置を誤認したというものであり、それに伴い、元となるデータである「変

位センス」に変更が生じるものである（参考３）。「変位センス」は、破砕部（断層）の

連続性を検討するにあたって、その評価基準の一つにもなっていることから、非常に重

要なデータである（参考４）。 

③ 令和５年３月 17 日の審査会合において報告された誤りが見つかったきっかけは、令和

４年 12 月９日の審査会合における審査チームからの指摘を踏まえ、事業者が、資料作

成を進めていたところ、薄片試料が最新活動面で作製されていないことを確認したとの

ことであり、仮に審査チームからの指摘がなければ、今回の誤りは見つかっていない可

能性が非常に高い事象である。 

④ 敦賀２号炉の審査資料については、ここ数年で、記載の不備、ボーリング柱状図の書換

えといったように、何度も誤りが生じており、その都度、審査チームから事業者に対し、

適切な調査データの提出を求めてきたにもかかわらず、今回、再び、破砕部の連続性の

検討に用いる調査データに変更が生じる薄片試料の作製位置等の誤りが見つかったも

のである。 

 

また、令和５年３月 17 日の審査会合の最後に、石渡委員より、「敦賀発電所２号炉につい

て、実質的な審査に入れない状況が続いており、今後の審査の進め方については、このまま

審査を続けるか否かを含めて、４月上旬の審査状況の報告を踏まえて委員会の場で議論した

いと考えている。」旨の発言がなされた。 

別添 

(出典：第１回原子力規制委員会（令和５年４月５日）資料５から抜粋) 
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＜参考＞ 

参考１ 本件事象の概要 

参考２ 本件事象に伴い変更が必要となる審査資料（47 のエビデンス（変位センス）） 

参考３ 本件事象に伴い変更が必要となる審査資料（修正箇所一覧表） 

参考４ No.51 H27-B-1 75.57～76.00m 破砕帯名 ※破砕部の連続性の検討
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(出典：第 1126 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（令和 5 年 3 月 17 日） 資料１から抜粋) 

参考１ 
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参考２ 

(出典：第 1126 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（令和 5 年 3 月 17 日） 資料１から抜粋) 
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(出典：第 1126 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（令和 5 年 3 月 17 日） 資料１から抜粋) 

参考３ 
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(出典：第 1113 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（令和 5 年２月 10 日） 資料１－１から抜粋) 

参考４ 


